
住友信託銀行 調査月報 2007 年 5 月号                            産業界の動き～国内自動販売機市場の概況          

国内自動販売機市場の概況 
 
2006 年の国内自動販売機の販売金額1は 6 兆 8,302 億円2にのぼり、百貨店（8

兆 23 億円3）やｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ（6 兆 9,222 億円4）に匹敵する販路である。本稿は、

国内自動販売機市場について、１．設置台数の推移、２．商品販売金額の推移、

３．機器の出荷動向の観点から、その概況をまとめたものである。 

 
１． 国内自動販売機設置台数推移 
 
 2006年 12月末の国内自動販売機設置台数5は、前年比▲1.2%の 551万 5,700
台となった。1980年代からの推移を見ると、1984年に 500万台を突破してか
らは、1987年に 1980年頃普及した機種の廃棄、大型機6への買替え等により一

時的に前年比▲2.7%と落込んだ以外は大幅な減少は無く、頭打ちの状態と言わ
れ続けながらも、2000 年には 560 万台まで達した。しかし、以後、特に屋外
では飽和状態が顕著となり、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱとの競合もあり、微減、微増を繰り返

しながら 550万台程度で推移している（図 1）。 
 
 図1 国内自動販売機設置台数推移
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（資料）日本自動販売機工業会資料より当部作成。  
 

                                                  
1 ﾊﾟﾁﾝｺ玉貸機、両替機など「自動ｻｰﾋﾞｽ機」を含む。 
2 出所：日本自動販売機工業会。P3、図 3 ご参照。 
3 ﾃﾞｰﾀは 2004 年。出所：経済産業省商業販売統計。 
4 ﾃﾞｰﾀは 2004 年。出所：経済産業省商業販売統計。 
5 ﾊﾟﾁﾝｺ玉貸機、両替機など「自動ｻｰﾋﾞｽ機」を含む。 
6 ﾎｯﾄからｺｰﾙﾄﾞまで、1 台で取扱うことが出来る商品数が増加したため、設置台数は一時的に減少した。 
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 販売商品別に見ると、飲料用の 2006 年設置台数は前年比▲0.6%の 265.8 万
台、設置台数全体に占める割合は 48.2%7となっており（図 2）、過去 20年近く
46～48%前後で推移している。ただし、酒類用とそれ以外の清涼飲料水用等に
分けると、酒類用の減少が顕著であり、1992 年の 20.1 万台をﾋﾟｰｸに減少を続
け、2006年には約 1/4の 5.4万台になっている。これは、未成年の飲酒防止等
の観点から、国税庁の指導8や酒販業界の自主的な動きにより、購入者の年齢確

認が出来ない屋外設置販売機の撤廃が急速に進んでいることが要因である。ﾀﾊﾞ

ｺ用についても、喫煙人口の減少や喫煙可能ｴﾘｱの縮小を背景として、2002年の
62.9万台をﾋﾟｰｸに 2006年には 56.5万台まで減少しており、設置台数全体に占
める割合は 10.2%となっている（図 2）。 
今後も、不採算機の撤退や、ﾀﾊﾞｺ、酒類自販機の減少が見込まれるものの、

設置台数の半数弱を占める飲料用自販機については、清涼飲料ﾒｰｶｰにとって、

基本的に定価販売であり、自社の戦略をﾀﾞｲﾚｸﾄに反映することの出来る貴重な

販路であることに変わりは無いことから、設置台数全体では横ばいで推移する

ことが見込まれる9。 
 
 図2   自動販売機設置台数（販売商品別）割合推移
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飲料（うち清涼飲料等） 飲料（うち酒類） 食品 ﾀﾊﾞｺ 券類 その他自販機 自動ｻｰﾋﾞｽ機
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（資料）日本自動販売機工業会資料より当部作成。 

                                                  
7 うち清涼飲料飲料水等 47.2%、酒類 1.0%。 
8 1995 年 7 月、国税庁「酒類自動販売機に係る取扱指針」（現行の酒類自動販売機については、5 年間を
目途として順次撤廃するよう指導し、新たに酒類自動販売機を設置する場合においては、改良自動販

売機以外は設置しないよう指導する）。また、神奈川県などの一部自治体でも、酒類、ﾀﾊﾞｺの自販機へ

の成人識別機能の設置を義務付ける条例を施行するなどの動きがある。 
9 ﾀﾊﾞｺ自販機は、後記３．２）のとおり、成人識別機導入による負担増により、小売店所有機を中心に

一時的な減少も見込まれるが、店舗がある限りは撤去されたｽﾍﾟｰｽはﾛｹｰｼｮﾝとして活用可能であり、清

涼飲料水用等に置き換わると想定される。 
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２． 国内自動販売機による商品販売金額推移 
 
 2006 年の国内自動販売機による商品販売金額は前年比▲2.3%の 6 兆 8,302
億円となった（図 3）。設置台数の減少による影響（▲1.2%）に加え、1台あた
りの販売金額も前年比▲1.2%の 123.8万円/年となった。なお、過去の推移を見
ると、1987 年に大幅な増加を示しているが、これは A）前述、大型機の登場、    
B）ﾋﾞｰﾙﾒｰｶｰ各社の自販機ﾙｰﾄへの注力、C）猛暑による影響、などの要因によ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資料）日本自動販売機工業会資料より当部作成。 

販売商品別に見ると、飲料用の 2006年販売金額は前年比▲1.7%の 2兆 7,302
億円となった（販売金額全体に占める割合は 40.0%）10（図 4）。酒類は前述の 

図3 国内自動販売機販売金額推移
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図4   自動販売機販売金額（販売商品別）割合推移
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飲料（うち清涼飲料等） 飲料（うち酒類） 食品 ﾀﾊﾞｺ 券類 その他自販機 自動ｻｰﾋﾞｽ機
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（資料）日本自動販売機工業会資料より当部作成。 

10 2006 年飲料用全体では設置台数が前年比▲0.6%、1 台あたり販売金額が同▲1.1%。 
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とおり設置台数の減少により過去 10年間ﾏｲﾅｽ成長が続いており、それ以外の清
涼飲料等については、2004年は猛暑による影響11、2005年は販価の高いﾍﾟｯﾄﾎﾞ
ﾄﾙの導入が茶系、ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰを中心に進んだことから、ﾌﾟﾗｽ成長となったが、

2006 年は設置台数の減少（▲1.4%）に加え、天候不順もあり 1 台あたり販売
金額/年も前年比▲1.1%の 102.7万円に減少した（図 5）。 
ﾀﾊﾞｺの 2006年販売金額は前年比▲6.2%の 1兆 8,421億円となった（販売金

額全体に占める割合は 27.0%）。2006年の 1台あたりの販売金額/年は、不採算
機の撤去や同年 7 月の小売定価引上げ等により、前年比+2.3%の 325.9 万円と
なったが（図 5）、それを上回るﾍﾟｰｽで設置台数が減少（▲8.3%）した。 
 
 

図5 自動販売機1台あたりの販売金額/年推移
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（資料）日本自動販売機工業会資料より当部作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
11 1 台あたり販売金額は減少したが、設置台数の増加で販売金額は増加した。 
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３． 国内自動販売機出荷動向 
 

2006 年の国内自動販売機出荷台数12は前年比▲13.5%の 44.3 万台となった。
１．で見たとおり、1991 年以降、自動販売機設置台数は 550 万台前後で推移
している。そのため、近年の自動販売機市場は基本的には買替え需要のｼｸﾘｶﾙ

な動きに加えて、新紙幣対応等の特需の動向に左右される市場となっている（図

6）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下、主要な販売商品である、飲料用とﾀﾊﾞｺ向け自動販売機の出荷動向につ

いて述べる。 
 

図6 国内自動販売機出荷台数・単価推移
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（資料）経済産業省資料より当部作成。 

（注）飲料用自動販売機、ﾀﾊﾞｺ自動販売機、切符自動販売機、その他自動販売機の合計。

（１） 飲料用自動販売機出荷動向 
飲料用自販機は国内自販機出荷台数の約 77%（2006年）、出荷金額で約 70%

（同年）を占めるﾒｲﾝﾏｰｹｯﾄである。 
2006 年の飲料用自動販売機出荷台数は、3 年ぶりに減少に転じ、前年比▲

5.2%の 34万台となった（図 7）。設置台数は概ね 250-260万台前後で推移して
いることから、更新需要を中心にｼｸﾘｶﾙな動きを示しているが、更新までの期間

は、1990年以前のﾊﾞﾌﾞﾙ期は 5年未満、1990年代は 5年程度、2000年以降は
7年程度13と長期化する傾向にあり、それに従って出荷台数のﾋﾟｰｸも約 36万台

                                                  
12 飲料用自動販売機、ﾀﾊﾞｺ自動販売機、切符自動販売機、その他自動販売機の合計。 
13 ただし、ｵﾌｨｽなどに設置されるｶｯﾌﾟ専用機は、ﾃﾞｻﾞｲﾝ変更などのﾆｰｽﾞも少ないことから、屋外の缶・
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ機よりも長く使用される傾向にある。 
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まで落ち込んでいる。 
 

図7 国内飲料用自動販売機出荷台数・単価推移
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（資料）経済産業省資料より当部作成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 2007年の出荷台数は、A）更新ｻｲｸﾙの長期化に加え、B）2005年までは、20
年振りとなった 2004年 11月の新紙幣発行に伴う特需効果14により、一部更新

需要が前倒しとなったことから、微減若しくは前年並みで推移すると予測され

る。 
 また、出荷単価も、1994 年の 50.9 万円をﾋﾟｰｸに下落が続き、2006 年には
36.6万円まで低下し、同年の出荷金額は前年比▲6.2%の 1,245億円となってい
る。今後、電子ﾏﾈｰ対応型、ﾉﾝﾌﾛﾝ型など高機能機種の増加も見込まれるが、大

幅な単価ｱｯﾌﾟは期待出来ず15、2007年の金額ﾍﾞｰｽの出荷動向も厳しい状況が見
込まれる。 
 
（２） ﾀﾊﾞｺ自動販売機出荷動向 
 ﾀﾊﾞｺ自販機は国内自販機出荷台数の約 18.7%（2006年）、出荷金額で約 14.9%
（同年）を占める。 

2006年のﾀﾊﾞｺ自動販売機出荷台数は前年比▲34.1%の 8.3万台と大幅に減少
した（図 8）。2004-5年に、A）「ﾏﾙﾎﾞﾛ」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの JTによるﾗｲｾﾝｽ生産終了16の

影響や、B）新紙幣特需により大幅に出荷台数が増加した反動と言える。ただ
し 8万台超という水準は、ﾀﾊﾞｺのﾃﾚﾋﾞ CMを自粛することとなり、各ﾀﾊﾞｺﾒｰｶｰ
が戦略的に自動販売機を増加させたと言われている 1998 年を除けば高いﾚﾍﾞﾙ
である。 
                                                  
14 紙幣識別機の交換で対応可能なｹｰｽが殆どであり、必ずしも自動販売機本体を更新する必要は無いが、

更新時期が近づいていれば前倒しで買い換えを行うきっかけになる。 
15 大幅な単価ｱｯﾌﾟは自販機投資意欲へﾈｶﾞﾃｨﾌﾞな影響を与え、更新ｻｲｸﾙの長期化に繋がる。 
16 ﾌｨﾘｯﾌﾟﾓﾘｽｼﾞｬﾊﾟﾝの主力ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ。2005 年 4 月に JT によるﾗｲｾﾝｽ生産が終了。 
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2007年は、日本たばこ協会、全国たばこ
販売協同組合連合会、日本自動販売機工業

会が、2008年 7月までに全てのﾀﾊﾞｺ自販機
に購入者が成人かどうかを識別する機能を

持たせることを決定している17ことから、対

応機種の更なる増加が見込まれる。 
しかし、設置台数が 2006年 12月末時点

で 56.5 万台まで減少していることに加え、
識別機導入に伴う負担を避けるため、小売

店所有の自販機18が撤去されるｹｰｽが増加し、

設置台数減少に拍車がかかる可能性もある。

また、消費者の利便性という観点からも、

ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱに比べて購入手続きが煩雑であるｲﾒｰｼﾞが広がり、「自販機離れ」が

進むことも想定される19。従って、今後 1-2 年、一時的に出荷台数が堅調であ
ったとしても、将来の更新需要は減少する可能性が高い。 

（資料）経済産業省資料より当部作成。 

＜成人識別機能付ﾀﾊﾞｺ自販機＞

図8 国内ﾀﾊﾞｺ自動販売機出荷台数・単価推移
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（資料）日本自動販売機工業会 HP。 

なお、出荷単価は、1990年代後半に機器の小型化が進んだこと等から急速に
低下し、2001年以降は 30万円未満で推移していたが、成人識別機の設置が始
まった 2005年に上昇に転じ、2006年には 31.9万円（前年比+7.5%）に回復し

                                                  
17 2003 年までに製造された機種は識別機を内蔵するｽﾍﾟｰｽが無いため、更新が必用になる。 
18 約 14 万台と言われている。 
19 1996 年以降、午後 11 時から午前 5 時までは販売を自粛している。ただし、P4、図 5 のとおり、その
後も 1 台あたりの販売金額は低下していない。 
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ている。しかし、出荷台数の減少をｶﾊﾞｰできず、同年の出荷金額は前年比▲

29.2%の 265 億円となっており、今後も出荷台数の減少をｶﾊﾞｰする程の上昇は
困難であると予測される。 
 
４． まとめ 

 

① 国内自動販売機設置台数推移 
2006年 12月末の国内自動販売機設置台数は、前年比▲1.2%の 551万 5,700

台となった。1984 年に 500 万台を突破し、2000 年には 560 万台まで達した。
しかし、以後、特に屋外では飽和状態が顕著となり 550万台程度で推移してい
る。 
今後も、不採算機の撤退や、ﾀﾊﾞｺ、酒類自販機の減少が見込まれるものの、

設置台数の半数弱を占める飲料用自販機については、清涼飲料ﾒｰｶｰにとって、

基本的に定価販売であり、自社の戦略をﾀﾞｲﾚｸﾄに反映することの出来る貴重な

販路であることに変わりは無いことから、設置台数全体では横ばいで推移する

ことが見込まれる。 
 
② 国内自動販売機による商品販売金額推移 

2006 年の国内自動販売機による商品販売金額は前年比▲2.3%の 6 兆 8,302
億円となった。設置台数の減少による影響に加え、1 台あたりの販売金額も減
少している。 
販売商品別に見ると、飲料用の 2006年販売金額は前年比▲1.7%の 2兆 7,302

億円となった。酒類は設置台数の減少によりﾏｲﾅｽ成長が続いており、それ以外

の清涼飲料等についても、設置台数の減少に加え、天候不順もあり 1 台あたり
販売金額も減少した。 
ﾀﾊﾞｺの 2006 年販売金額は前年比▲6.2%の 1 兆 8,421 億円となった。1 台あ

たりの販売金額は、不採算機の撤去や小売定価引上げ等により増加したものの、

それを上回るﾍﾟｰｽで設置台数が減少した。 
 
③ 国内自動販売機出荷動向 

2006 年の自動販売機出荷台数は前年比▲13.5%の 44.3 万台となった。1991
年以降、自動販売機設置台数は 550万台前後で推移しており、基本的には買替
え需要のｼｸﾘｶﾙな動きに加えて、新紙幣対応等の特需の動向に左右される市場と

なっている。販売商品別に見ると、2006年の飲料用自動販売機出荷台数は、前
年比▲5.2%の 34万台となった。2007年の出荷台数は、更新ｻｲｸﾙの長期化に加
え、2005年までは新紙幣発行に伴う特需効果により、一部更新需要が前倒しと
なったことから、微減若しくは前年並みで推移すると予測される。 

                                                                                                                  
8



住友信託銀行 調査月報 2007 年 5 月号                            産業界の動き～国内自動販売機市場の概況          

 また、出荷単価も、1994 年をﾋﾟｰｸに下落が続いており、今後、電子ﾏﾈｰ対応
型、ﾉﾝﾌﾛﾝ型など高機能機種の増加も見込まれるが、大幅な単価ｱｯﾌﾟは期待出来

ず、2007年の金額ﾍﾞｰｽの出荷動向も厳しい状況が見込まれる。 
2006 年のﾀﾊﾞｺ自動販売機出荷台数は、2004-5 年の出荷増の反動で前年比▲

34.1%の 8.3万台と大幅に減少した。2007年は成人識別機付機種の増加も見込
まれるが、設置台数の減少に伴い、将来の更新需要は減少する可能性が高い。 
また、出荷単価は、成人識別機の設置が始まった 2005 年以降上昇に転じて

いるが、今後も出荷台数の減少をｶﾊﾞｰする程の上昇は困難であると予測される。 
 
①～③のとおり、国内自動販売機市場は、設置台数で 550万台前後、商品販

売金額で 6 兆円以上と既に巨大な販売網を確立しているものの、今後大幅な伸
長は期待できない状況である。 
 自販機ﾒｰｶｰの、中国を始めとする海外展開については、自販機の管理・運営

を行うｵﾍﾟﾚｰﾀｰの不足など課題も多く、現状は必ずしも成功しているとは言い難

いが、都市部のｵﾌｨｽ、公共施設などを中心にそのﾎﾟﾃﾝｼｬﾙは大きいと考えられ、

各社の今後の取組みが注目される。 

 

（古瀬 ：furusey@sumitomotrust.co.jp）  

※本資料は作成時点で入手可能なデータに基づき経済・金融情報を提供するものであり、投資勧誘を

   目的としたものではありません。  
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